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I は じ め に
Aの所有物を Bが自己の所有物だと偽って善意無過失の Cに譲渡した
場合（以下，設例と表記）に，Cが当該目的物に対して所有権その他の権
利を取得する制度が善意取得（即時取得)1)である。善意取得は，所有者
の静的安全を脅かす仕組みであるが，取引の安全（動的安全）を実現する
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1) 現行日本民法192条の見出しは即時取得となっているが，善意取得という用
語も広く用いられている。どちらでも意味は同じだが，ロシア語では善意取得
という表現が用いられており，また，ロシア法におけるＣは，占有の移転を受
けたときに「即時に」所有権を取得するわけではないとの解釈もあるので，本
稿では，「善意取得」という表現を使うこととする。
ためのものとして日本法その他の西欧近代法で承認されている。だが，い
かに取引の安全を重視すると言っても，本来は Aから移転するはずのな
い所有権を Aが失ってしまうことは Aにとっては不当なことである。B
が目的物の占有を取得したことについて A の意思が働いていない場合
（逸失や窃取など）はもちろん，Aの意思が働いている場合（賃貸や寄託）
でも，Aが本来の意図に反して所有権を失ってしまうのは Aの利益を大
いに害する。Aの静的安全を全く無視することもできず，多くの国では，
善意取得の対象を動産に限定し，不動産については静的安全を動的安全に
優先させている。
ところが，ロシア法においては，不動産も善意取得の対象となる。社会
主義時代のソ連法でもそうだったし，社会主義崩壊後の現行ロシア法でも
そうである。世界にもまれなこの不動産善意取得制度がどのような経緯で
ロシアに導入されたのか，それは社会主義期かそれ以前の帝政ロシア期
か，なぜそれが市場経済に基づく現行民法にそのまま引き継がれたのか，
といった問題が興味を惹くが，本稿ではそれらの疑問には立ち入らず，現
行民法における動産不動産の善意取得制度を概観した上で，特に不動産善
意取得制度に焦点を当てて，それが実際に適用されている裁判例を検討し
て，この点に関する現行ロシア法の一端を明らかにすることを目的とす
る。
II 現行ロシア民法における善意取得制度
善意取得を規律する日本民法192条に相当するのがロシア民法302条であ
る。同条は，以下のように定めている。
302条（善意取得者に対する所有物返還請求）
 財産を譲渡する権利を有さない者から，取得者がこれを知らずまたは
知ることができずに，この財産を有償で取得した場合（善意取得者）にお
いて，所有者もしくは所有者が財産を占有させた者が財産を逸失し，所有
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者もしくは占有者から財産が窃取され，または所有者もしくは占有者から
他の方法でその意思によらずに財産がその占有から離脱したときは，所有
者は，取得者に対してその返還を請求することができる。
 財産を他人に譲渡する権利を持たない者からこれを無償で取得した者
に対しては，所有者はいかなる場合も，その返還を請求することができ
る。
 金銭および無記名有価証券は，これを善意取得者に対して返還請求す
ることができない。
本条は，所有者の返還請求権という視点から書かれている。日本法のよ
うに，占有の効果として，また善意取得者の観点から書かれているわけで
はない。前条の301条が「（他人の違法な占有に対する所有物返還請求）所
有者は，他人が違法に占有する自らの財産の返還を請求することができ
る」と定めている，つまり，所有権に基づく返還請求について規定してい
るのを受けて，その要件を明確にし，場合によってはそれを制限するのが
302条である。善意取得の主張がなされた場合には，302条の要件を満たさ
ないときには，所有権に基づく返還請求権を行使できない。本来は返還請
求ができるところ，一定の場合に，その行使が妨げられるのである。
しかし，このようなアプローチの違いは，必ずしも善意取得の効果の違
いをもたらすものではない（例えば，ドイツ民法においても，善意取得に
関する932条以下は所有権取得の章に置かれている）。日本法において設例
の場合に Cが所有権を取得するのと同様に，ロシア法でも Cは所有権を
取得する（ただし，それが「即時に」かどうかについては，下級審裁判所
の解釈は分かれている。302条自体は，原所有者が所有権に基づく返還請
求権を行使できない場合がありうることを定めているが，その場合に善意
取得者が所有権を取得するとは定めていないからである）。また，要件と
して，善意無過失が要求される点も日本法と同じである。ロシアでも，善
意取得は取引の安全を保護することを目的とすると考えられており，保護
に値する信頼の要件を欠く Cは所有権を取得しない。このように，善意
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取得の要件と効果の点で，ロシア法と日本法とには共通する点がある。
占有離脱物と占有委託物とを区別する点でも，両法制度は共通する。た
だし，ロシア法においては，占有離脱物については，所有者の追奪権が制
限されない（本条項はまさにそのことを規定する）のに対し，日本法で
は，追奪権は年に制限されるという違いもある2)。
しかし，他方で明確な違いも存在する。条文から明らかに分かる違いが
いくつかある。
まず，無償行為によって占有を取得した Cは保護されない（項）。日
本法でも，無償行為による占有取得の場合には，Cに対する Aの不当利
得返還請求を認めることにより，Aを保護すべきだという考え方（善意取
得自体を否定するわけではない）がある3)。無償取得者の返還義務を認め
る説は，近時かなり多くなりつつある4)とされるものの，条文にはその根
拠となる文言はないし，通説・判例はこれを否定する。従って，この点で
は，日本法とロシア法は異なる。ロシア法は，日本の無償取得者不当利得
返還義務負担説が引用するドイツ民法816条項後段（取得が無償行為に
基づく場合には利得を返還すべきものと規定する）以上に，占有者 Cの
保護が弱い。ロシア法における Cは，たとえ善意であってもそもそも所
有権を取得できないからである。しかし，所有権を取得するものの不当利
得返還義務を負うというドイツ法と比べてみると，実質的に占有者 Cの
利益が保護されない点では同類に属するとも言えよう。
また，項を反対解釈すると，悪意の占有者に対しては，所有権に基づ
いて金銭の返還を請求できるかのようである。日本法では，金銭について
は占有権と所有権は一致するとされており，たとえ悪意の占有者であって
も金銭については占有を取得した時点で所有権を取得し，原所有者はその
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2) 占有離脱物と占有委託物を区別する法制は，ロシア固有のものではなく，ド
イツ，フランス，オーストリア，など多い。『新版 注釈民法第巻』（有斐
閣・2007）138頁参照。
3) 例えば，我妻栄『新訂 物権法』（岩波書店・1983）227-228頁など。
4) 『新版 注釈民法第18巻』（有斐閣・1991）417頁。
金銭に対する所有権を失うから，所有権に基づく金銭の返還請求は認めら
れない。原所有者は悪意占有者に対し，不当利得返還請求権ないし損害賠
償請求権という債権しか主張できない。金銭そのものに対する所有権に基
づく返還請求を認める立場（価値のレイ・ヴィンディカーツィオなどと呼
ばれている）もあり，下級審でそれに近い発想を認めたもの（例えば，東
京高判平成年11月28日・民集50巻号1293頁）も見られるが，日本の通
説・判例はこれを認めない。この点で，ロシア法は日本法と大きく違って
いるかのようである。
さらに，善意取得の目的となるのが動産に限られないという点でも，ロ
シア法は，日本法その他の西欧法と決定的に異なる。本条項による善意
取得の対象となるのは，「財産」（「物」とも訳せる）であり，これに不動
産が含まれることには異論がない。つまり，ロシアでは，不動産も善意取
得の対象となるのである。前記のように，各国法制は原所有者の静的安全
をも考慮して，不動産については善意取得を認めないが，ロシアはその流
れとは一線を画している。
日本法を前提とすると，不動産の善意取得を認める法制度があるなどと
いうのは，驚きである。上記の条文は本当に適用されているのだろうか。
社会主義時代のソ連では，法律の条文があっても，それは単に飾りに過ぎ
ず，実効性のない空文でしかないという批判がよく聞かれた5)。共産党が
法の上に立ち，法は共産党による統治の手段でしかないとされている現在
の中国についても，同様の見方が当てはまると言われている6)。社会主義
を放棄した現在のロシアでは，ソ連時代と違って，法は実効性を持つよう
になったのだろうか。その疑問を部分的にでも明らかにするために，本稿
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5) 例えば，債務不履行について，См. М. И. Брагинский, В. В. Витрянский,
Договорное право Том 1, СТАТУТ, 2003, С. 616-617. 社会主義ソ連時代の法
や裁判所の状況については，小森田秋夫編『現代ロシア法』（東京大学出版
会・2003）39頁以下（小森田秋夫執筆）参照。
6) 中国法における共産党の指導的役割については，高見澤麿・鈴木賢『中国に
とって法とは何か』（岩波書店・2010）116頁以下（鈴木賢執筆）参照。
では，ロシアの裁判例を分析する。モスクワ市の下級審（経済裁判所）裁
判例を主な材料として，実際にロシアにおいて，どのような場合にどのよ
うな不動産が善意取得をめぐる紛争の対象となっているかを確認した上
で，不動産善意取得に関する最高裁判決，憲法裁判所判決にも触れて，ロ
シアにおける不動産善意取得の状況を明らかにする。
なお，国有物ないし公有物が私人に売却された場合，日本法では，単に
所有権が国ないし地方公共団体等から私人に移転したということになる
が，現行ロシア法によれば，国家的所有，公的所有，私的所有は異なる所
有権の形態であり（ロシア民法212条以下参照），この場合には，国家的所
有権ないし公的所有権が私的所有権に変わることになる。しかし，本稿で
は，厳密さを欠く可能性を認めつつも，日本の読者に分かりやすいよう
に，この変形ないし転形を所有権の移転と表現することにする。
III 下級審裁判例の検討7)
⑴ 所有者 A，無権利者 B，善意取得者 Cという構図のものおよびそ
の変形
① ロレナル事件（2007年月26日判決)8)（以下，事件名は，原告，
被告その他の当事者の名をもとに筆者が付したものである）
目的物は，モスクワ市内にある3,000平米超のオフィスである。Aが D
に代物弁済として本件建物を譲渡し（後にこの契約の無効が裁判所で確認
された），その後，目的物の所有権は転々と移転し，最終的に Cがこれを
取得し，登記も経由した。
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7) ロシアは制定法国であり，裁判所の判決は法源ではない。しかし，日本の最
高裁判所判決とは異なる形態においてであるが，ロシアの最高裁判所の判決等
は，事実上の拘束力を持っており，さらにそれを強化していくべきだという議
論が起きている。本稿で取り扱うのは主に下級審の裁判例であるので，そのよ
うな意味での拘束力すらないが，裁判実務の一端を知ることはできるだろう。
8) http://docs.cntd.ru/document/875410007
Aは Cに対し，所有権に基づく本件建物の返還請求を行った。Aは，
後に無効とされた契約に基づいて行った目的物の占有移転は，自己の意思
によらない占有喪失であり，302条に基づき Cに対して返還請求できると
主張した。
これに対し被告 Cは次のように反論した。被告が前主 Bと売買契約を
締結した時点においては，前主の権利には何の制限も付されておらず，権
利負担の登記はなかったし，本件財産に対するいかなる権利主張も被告に
は知られていなかった。本件財産に対する被告の所有権は所定の手続によ
り登記された。本件財産の譲渡が原告の意思によらずになされたことを原
告は立証していない。
裁判所は以下のように判示した。被告は，善意（無過失）である。本件
建物は，無効な法律行為によるとはいえ，原告の意思に基づいてその占有
から離脱した。それゆえ，善意取得者たる被告に対する本件建物の返還請
求は認められない。
本判決より後，2010年月29日に出された「所有権その他の物権の保護
に関する紛争を審理する際に裁判実務で生じた問題についての」最高裁判
所・最高経済裁判所総会共同決定9)の39条項がこの問題を規律してい
る。それによれば，AB間の「法律行為の履行として引渡しがなされた場
合に，その法律行為が無効とされたとしても，それだけでは所有者等の意
思に反して占有が奪われた証明とはならない。裁判所は，所有者が他人に
占有を移転する意思があったか否かを明らかにしなければならない」。つ
まり，ロレナル事件に対する下級審の判断は，最高裁レベルでも確認され
ている解釈である。AB間の契約無効は，Aの意思に反した占有移転であ
ることを推定させないという点がロシアでは重要である。日本法なら，A
が目的物を逸失し，または盗難に遭った場合以外は，善意取得が無条件で
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9) «Вестник Высшего Арбитражного Суда Российской Федерации»,
2010, No. 6, С. 80.
成立するので，AB 間の契約無効は要件に関係なく，C が強く保護され
る。しかし，ロシアでは，原権利者の帰責性を善意取得の要件として要求
するので，このような問題が裁判で争われる。特に，私有化手続が後に違
法，無効とされた場合に，何の落ち度もない善意取得者が，上記総会決定
にもかかわらず，原所有者の意思に反する占有離脱だという理由で住宅を
追奪される例が後を絶たず，大きな問題となっている。
② アンスヴァリド事件（2005年月27日判決)10)
目的物は，7,000平米超の建物である。A（モスクワ市国有公有財産部)
は Bに本件建物を売却し，Bはこれを Cに有償で譲渡し，Cは登記も得
た。後に，モスクワ市の次席検事が原告となった別訴において，AB間の
売買契約が無効と確認された。そこで，Aは所有権に基づく建物返還の訴
えを Cに対して提起した。裁判所は，Aが，本件建物を逸失したわけで
も，窃取されたわけでも，自己の意思に反してその占有を失ったわけでも
なく，まさに自らの意思に基づいてこれを Bに譲渡したと認定した。
明確には述べていないが，そのため Cは目的物を善意取得したと考え
ているのであろう。ただし，本件は，結論としては，善意取得によってで
はなく，出訴期限を徒過したことを理由に，請求を棄却している。
AB の法律行為が無効となると，B は目的物については無権利者とな
り，本来は Cに所有権を移転することはできないのだが，それでもその
場合に Cを保護するのが善意取得の制度である。従って AB間の法律行
為が無効であることは，善意取得の成立を妨げない。しかし，上記事件
の原告は，AB間の第取引が無効となったことをもって，自己の意思に
基づかない占有移転の根拠となると主張している。上記ロレナル事件と同
じ問題が争われ，裁判所の判断も同じである。
また，登記が経由されていることの意味も判決では特に検討されていな
い。
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10) http://docs.cntd.ru/document/813325432
③ プレス事件第審11)（2003年月10日判決）
目的物は，モスクワ市の12,000平米のオフィスおよびそれに付属する建
物であり，原告は，ロシア連邦大統領府である。目的物は，元々国有財産
であったが，原告 A（ロシア連邦大統領府）から必要な許可を得ることな
しに，国有企業 Dが交換契約によって Eに譲渡し，Eが Bに売却し，さ
らに被告の Cが Bからこれを購入した。Bも Cも所有権登記を経由して
いる。その後，DE間の交換契約が違法な手続により行われたとして別訴
判決により無効とされた。そこで，Aが Cに対し，所有権に基づく建物
返還請求を行った。
第審は，請求棄却。Aからの占有離脱がその意思に基づくか否かを論
じず，Bが善意取得者であることを認定して，転得者 Cに対する返還請
求を否定した。
上記のロレナル事件等と同様の構図だが，Aの意思に基づく占有離脱か
どうかを認定しないで善意取得の成立を認めている。審理不十分であろ
う。
⑵ ADの契約が無効で Dが無権利者のとき，DB間の契約も，BC間
の契約も，無効であり，Cも所有権を取得しないが善意取得の可能性はあ
る。
④ プレス事件控訴審（2003年10月28日判決)12)
DE間の交換契約は，民法295条項に反している（経営管理権13)しか
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11) http://zakon.law7.ru/base99/part8/d99ru8948.htm
12) http://docs.cntd.ru/document/810019029なお，本控訴審判決は，2003年12
月15日の第審で取り消されたが，この第審判決は，2004年月日に最高
経済裁判所幹部会判決により取り消され，結局この控訴審判決が維持された。
13) 経営管理権とは，国有・公有企業が，自己の製造した製品などに対して有す
る物権。準所有権ということも可能である。所有者の個別の授権なしに，自ら
の計算で取引行為を行うために認められる権利である。小森田・前掲書193頁
（大江泰一郎執筆）参照。
持たない企業は，所有権を持たず，所有権を移転することはできない）と
の理由で，無効である。これに基づき，EB間の契約も，民法209条（所
有権の内容），217条（国有・公有財産の私有化）の要件を満たさず，168
条（法令に反する法律行為は無効）に基づき無効である。Bは所有権を取
得しない。BC間の契約も，民法209条，217条の要件を満たさず，168条
に基づき無効である。従って，Cも所有権を取得しない。本件建物は，所
有者 Aの同意なしに，その意思に反してその占有から離脱した。B，Cが
善意取得者であるとの根拠はない。原告は他人の違法な占有から本件建物
の返還を請求することができる。
本判決によると，B名義の登記がある建物を購入した Cが Aに建物を
追奪されるということだから，ここで登記には公信力はないということに
なる。ほかの判決もそうだが，自己に所有権のない物を売却する契約は無
効だと判断されている。日本なら，これは他人物売買として有効になる。
ロシアでは，他人物売買は無効なのだろうか。実は，ロシア民法には他人
物売買を可能とする規定がある。ただし，住戸については，例外として他
人物売買は認められなかった。後でもう一度検討する。しかし，本件で善
意取得が認められないのは，BC間の契約が無効だからではなく，Aの意
思に反した占有離脱だからである。
⑤ ヴォルカンベイ事件（2005年月日判決)14)
目的物は，1967.5平米の建物である。A（モスクワ市）から私有化手続
に基づいて，これが Dに売却され，それが B，Cと転売された。Bも C
も登記を経由している。その後，別訴で，AD間の売買契約が，私有化手
続に違反したものだとして，無効と確認された。そこで，Aは，DB間お
よび BC間の契約の無効確認，Bおよび Cの登記済所有権の無効確認，A
の所有権確認，Cに対する建物の返還を請求した。これに対し，裁判所
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は，DB間および BC間の契約は，本件不動産に対する処分権を持たなか
った者によって締結されているので，民法168条，209条により，法律に反
するものとして無効であるとし，Bの登記済所有権も無効であると確認
し，その限りで Aの請求を認容した。しかし，Cの登記済所有権の無効
確認，Aの所有権確認，Cに対する建物の返還の各請求は棄却した。その
理由は，以下の通りである。Cが Bと契約した時点で，建物に対する B
の権利は所有権登記によって確認されていたのであるから，Cは善意無過
失である。また，Aは，〔手続違反があったとはいえ〕自己の意思に基づ
いて本件建物についての占有を移転したからである。
本判決は，BC間の契約が無効であっても Cが善意取得するという。こ
の点は，日本法と異なる。Aの意思に基づく占有離脱と Cの善意無過失
という要件を当てはめて善意取得の成立を認定している。
⑶ ABの契約が無効で Bが無権利者のとき，BC間の契約は，当然に
無効となるわけではなく，また，それは Cの善意取得が否定される理由
にもならない。
⑥ アエロフロート事件（2007年10月26日判決)15)
ロシア民法130条項後段により，航空機は不動産とされる。
本件は，航空機の賃貸借契約上の賃料支払いを求める訴訟であり，原告
が所有権に基づく返還請求をしているのに対して，被告が善意取得を主張
するというものではない。所有者 Aから B，Bから Cと本件航空機の売
買がなされ，Cが被告に航空機を賃貸した。Cは Dに対し賃料債権を譲
渡し，原告は Dからさらにその債権を譲り受けた。AB間の契約は後に無
効が確認された。このような事情の下で，被告アエロフロートは，自分は
本来の所有者 Aから賃借したのであり，Cは本件航空機の所有権を取得
しておらず賃貸人になれないから，賃料支払いを請求する権利はなく，そ
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の権利の譲渡を受けたという原告も賃料支払い請求権はないと主張した。
これに対し，原告は，以下のように反論した。Cは航空機を善意取得した
のであり，従って有効な賃貸借契約上の貸主であって，その債権を譲り受
けた原告には賃料請求権がある。これに対し，裁判所は，Cが善意取得し
たとの主張を認め，請求を認容した。
本件は，航空機も善意取得の対象になることを明言した判決である。な
お，本判決によれば，現行民法は，ある法律行為の無効が，その法律行為
の対象たる財産に関してその後に締結された全ての法律行為の無効原因と
なる，また当該財産の善意取得者（ここでは C）の所有権の無効原因とな
る，また当初の権利保有者（ここでは A）に所有権が戻るとする条項はな
い，という。これは，無権利者の締結した法律行為は無効となるとするこ
れまで紹介した判決の述べる準則とは異なるものである。この点につい
て，下級審には解釈の違いが存在するということを示唆しているのかもし
れない。
⑷ 所有者→無権利者→第三者という構図でないのに，善意取得を論じ
ているもの
⑦ エレヴァトール事件（2003年月20日判決)16)
目的物は，1251.7平米の住居である。所有者 Aは国であり，その一機
関たるロシア連邦国有財産管理国家委員会が本件住居（寮）を Cの私有
化財産に組み入れ，これにより，所有権が Aから Cに移転した。ところ
が，この行為は，私有化に関する法律および大統領令に反しているとし
て，モスクワ市次席検事が国と社会の利益のために原告となって，その無
効確認を求めた。裁判所は，Cがこの建物を善意取得したとして，この請
求を棄却した。理由は，Cが善意取得者であることは原告も否定しておら
ず，善意取得者から財産の返還請求をする権利を認める根拠（取得が無償
だった，所有者の意思によらない占有移転だった等）はない，というもの
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である。
本件は，控訴され，2003年月13日控訴審判決は，原審を維持した。善
意取得との関係では，控訴審は，次のように述べている。開放型株式会社
への改組による国有企業財産の私有化に際しては，株式会社自体はその財
産の買主ではなく，国と株式会社との売買契約は締結されておらず，従っ
て，国 Aと被告 Cとの間に法律行為が存在するとの検察庁の主張は本件
の事情に合致していない。また，Cは善意取得者であるから，302条によ
って返還請求を拒める。
この控訴審判決は，2003年11月19日のモスクワ管区経済裁判所判決によ
り取り消され，事件は第審に差し戻された。
この判決を読んで疑問なのは，所有者→無権利者→第三者という構図で
はなく，私有化行為という法律行為の当事者しかいないのに，なぜ善意取
得の問題となるのか，という点である。これは，伝統的な善意取得の理解
と明らかに異なる。当事者のみならず，裁判所までがこのような理解をし
ていることが興味深い。302条の「財産を譲渡する権利を有さない者」に
本件の国が該当すると理解しているようである。控訴審判決は，Aと C
との間には法律行為はないとするが，それなら善意取得はそもそも問題と
なるはずもなく，なぜ302条を持ち出すのかが不明である。これらの判決
が取り消された理由は不明であるが，条文の解釈を間違ったという可能性
は十分ある。ロシアの下級審裁判官の法律家としての水準が問題なのかも
しれない。
⑧ 応用法学独立研究所事件（2007年月31日判決)17)
原告 Cは，教育施設である応用法学独立研究所で，被告は，モスクワ
市 Aである。Cは，Aから将来は購入できるとの約束で300平米を超える
目的建物を賃借していた。私有化手続に従い，C は A からこの建物を
1999年および2000年に購入し，登記をしようとしたところ，施設は法律上
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不動産を所有できないことを理由に登記局はこれを拒絶した18)。そこで C
は，登記局に対して登記拒絶の無効確認を求める別訴を起こしたが，請求
は棄却された。本訴では，Cは，本件建物は所有者が締結した売買契約に
より所有者の意思に従ってその占有から離脱したものであること，自分が
善意無過失であることを主張して，302条に基づきこの建物の所有者であ
ることの確認を求めた。裁判所は，AC間の契約が無効であり，およそ C
は所有権を取得していないから，302条の問題とはならないとして，Cの
請求を棄却した。
本件も，エレヴァトール事件と同様，所有者→無権利者→第三者という
構図ではなく，売買契約の当事者しか登場しない事案である。判決は，C
は単に権利を取得していないだけで，善意取得の問題は生じないと判示し
ている。302条の本来の解釈に沿った判断であろう。先のエレヴァトール
事件とは異なり，モスクワの裁判所は本件では条文を正しく解釈したもの
と思われる。
⑨ チェルノゴルネフト事件（2001年月23日判決)19)
原告 A は企業 B の株主で，目的物は当該企業の B である。企業は，
132条項後段20)により，不動産とされる。日本法でいう事業譲渡（会社
法467条）に当たる。B社に対して，破産法に基づいて外部管理が導入さ
れ，その外部管理計画に従い，企業の支払い能力回復措置として，公開競
売により Bの企業売却が定められた。Cが競売に基づく売買契約によっ
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18) 第296条 運用管理権（当時の現行法）
① 国庫企業および施設は，その保有する財産について，法律の定める範囲
で，自らの活動の目的，所有者が指示する課題および財産の指定用途に従っ
て，これを占有，使用および処分する権利を行使する。
19) http://docs.cntd.ru/document/780032284
20) 第132条 企業
① 権利の客体としての企業とは，企業活動のために使用される集合物をい
う。
集合物としての企業は，その全体を一個の不動産とする。
て B社を競落した。これに対し株主 Aが BC間の契約の無効確認を請求
し，さらに民法167条に基づき企業売買契約無効の結果の適用（不当利得
返還）を求めた（会社ではなく株主が会社第三者間の契約の無効確認，不
当利得返還請求ができることが前提となる）。裁判所は，破産法の規定に
照らして，競売および契約締結が有効になされた（つまり所有権が適法に
移転した）ことを理由にこの請求を棄却した。
これだけで判決理由としては十分なのに，裁判所はこれに加えて請求を
退ける理由をほかにも挙げていて，そのつが善意取得である。
裁判所によれば，B社を対象とする企業売買契約の無効の結果を適用
し，契約に基づいて受領した物を全て（不当利得として）返還せよとの A
の請求は法に反している。なぜなら，民法167条は，法律行為が無効の場
合，それにより取得した物は全て返還することを定めているが，それは，
法律に別段の定めがない限りでだからである，という。裁判所は，善意取
得に関する302条がこの別段の定めに当たり，Cは有償，善意無過失で目
的物たる B社を取得し，目的物は B社の意思によりその占有から離脱し
たのであるから，本件では善意取得が成立し，本件目的物の返還請求は認
めるべきでない，と判示する。これは，契約が無効だったこと（より正確
には所有権が移転しなかったこと）を前提とした議論である。さらに，上
記構成は，Bと Cという二当事者間の契約に善意取得を適用するもので
あり，先に挙げた裁判例同様，本来善意取得が想定している所有者→無権
利者→第三者という構図でないものを善意取得の問題として検討してい
る。仮に Aの所有権が侵害されていると構成しようとしても，Aは Bの
株主に過ぎず，契約目的たる B社の所有者ではないから，目的物に対す
る Aの所有権が本件で侵害されているわけではない。現に，判決文でも，
Aでなく，Bの意思に基づく占有離脱かどうかを検討している。所有権侵
害に基づく返還請求権を制限する善意取得はここでは全く関係ないはずで
ある。
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⑸ 金銭の善意取得
⑩ ラルコ事件（2006年月日判決)21)
Aは Bから株式を購入した。この株式は Cが所有していたものだが，B
が Cに対する債権に基づき，保有していた。Aは Bの預託口座に代金を
振り込んだ。これにより，Cがその債権者に負っていた債務の一部が弁済
された。後に，AB間の本件株式売買契約が裁判により無効とされた。そ
こで，Aは，Bに対し，支払済みの金銭の返還を求めた。
これに対して，裁判所は，Bは Cのために売買契約を締結しただけで，
売主は Bではなく Cであり，Bを被告とすることはできないから，Aの
請求は認められないとした。
Bが Cの代理人であるということならその論理は明快であるが，判決
はそのようには述べておらず，Bを被告とできない理由として善意取得を
挙げている。判決によれば，民法302条項により，金銭を善意取得者か
ら返還請求することはできないから Bは被告とならない，という。裁判
所は，この一文しか述べていないので，その趣旨をここから読み取るのは
難しく，いかなる論理かも明らかでない。裁判所は，Bを善意取得者と見
ているわけだが，そのためには Bが無権利者から目的物（ここでは金銭）
の占有を取得したという事情が必要である。Bの口座に Aが代金を振り
込んだわけだが，これはもちろん無権利者による振込みではない。ただ
し，本来は株式の所有者であった Cが代金を受け取るべきところ，Bが
その代金を占有したと見ているのかもしれない。さらに，それによって B
が金銭の所有者の移転を受けたとみているようである。いずれにせよ，B
は無権利者から金銭の占有を取得したわけではないので，権利者，無権利
者，善意取得者という構図とは異なる関係に善意取得の規定が適用されて
いることになる。これまでも何度も出て来た独自の善意取得制度の理解が
ここでも見られる。
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ただ，少なくとも，金銭の善意取得という概念が実際に裁判所によって
も適用されていることをこの例から確認することができる。
なお，本判決は，2006年月15日のモスクワ管区経済裁判所判決により
取り消され，事件は第審に差し戻された。理由は不明であるが，本判決
の論理が上級審で否定された可能性はある。
⑹ 非財産的性質の訴えだとして善意取得の成立を否定
⑪ 全ロシア消防団事件（2001年月日判決)22)
A（全ロシア消防団）の下部組織（地方組織）である B（モスクワ市消
防団）は，法人格を有する団体であり，Bは Aの定款に基づいて活動し
ていた。上記定款によれば，消防団の所有権は不可分であり，Bを含む各
地方組織は，所有者たる全ロシア消防団から供与された運用管理権を有し
ていた。つまり，本件建物については所有権を有していなかった。それに
もかかわらず，Bは Cにこの建物を売却し，Cは登記を経由した。定款
によれば，消防団の財産の処分権は総会に帰属し，総会休会期間中は消防
団の中央評議会またはその幹部会に帰属するとされ，Bによるこの処分は
無権利者の行為となる。Aは，BC間の建物売買契約の無効確認，Bに所
有権がある旨のモスクワ市国有公有財産部が発行した所有権証明書の無効
確認，本件建物の所有権登記名義人が Cである旨の所有権登記事項証明
書の無効確認を求めて訴えを提起した。これに対し，Cは，上記所有権証
明書を根拠に Bが有効に所有権を有していたことを述べるほか，善意取
得の主張もした。
このような事情の下では，Bが無権利者であることについて Cが善意
無過失であった可能性は高く，目的物が動産だったとしたら日本法では善
意取得が成立しそうであり，日本民法94条項の類推適用による C勝訴
の可能性も場合によってはあるだろう。
ところが，裁判所は Aの主張を認め，善意取得の成立を否定した。そ
ロシア民法における不動産善意取得制度
45
22) http://docs.cntd.ru/document/714000464
の理由は，本件では，非財産的性質の訴えが提起されているからというも
のである。判決文には，この一文しか書かれていないので，その趣旨を理
解するのは難しい。公的証明書の無効確認だけを捉えれば確かに行政訴訟
的な要素はあろう。しかし，BC間の建物売買契約の無効確認はどう考え
ても財産的性質の訴えであるし，上で検討した各裁判例でも，本件と類似
した事例について，非財産的性質の訴えだから善意取得は適用できない，
などという判断は示されていない。この判決理由は，特異なものなのかも
しれない。
IV 裁判例から見たロシア不動産善意取得制度の特徴
以上に述べた関係条文と裁判例をもとに，特に不動産の善意取得に注目
して，ロシア善意取得制度の特徴を概観してみよう。
⑴ 日本法と異なるロシア善意取得制度の最大の特徴は，何と言って
も，不動産についても善意取得が成立することである。市場経済化したロ
シアにおいては，日本同様，不動産は重要な財産である。動産しか対象と
しない日本よりも，善意取得を理由として買主が自己の権利を主張するケ
ースは当然多くなるはずであり，実際に裁判で争われる事案が多いこと
が，上記裁判例からも推測できる。土地は，モスクワなどの大都市では私
有化されておらず，取り扱った裁判例には登場しない。建物のほかには，
航空機や企業自体の善意取得が争われている。
⑵ 不動産善意取得制度と94条項類推適用法理
ただし，日本でも，94条項の類推適用によって登記に公信力が認めら
れたのと同じ状況になるときは，結果として，善意取得が成立したのと似
た状況になる（過失要件は異なるが）。しかし，それはあくまでも例外的
な事例であり，第三者 Cが保護されるためには，原所有者 Aの帰責性が
要件とされている（権利外観法理）。虚偽表示とは異なるが，同じ権利外
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観法理に属する強迫の例を使えば，Aが強迫による意思表示によって B
に不動産の所有権を移転し，Bが Cにさらに所有権を移転した後に Aが
AB間の契約を取り消した場合，取消し前に権利の移転を受け登記を経由
した Cは，たとえ善意であっても自己の所有権取得を Aには対抗できな
い。強迫のために自己の真意に反して意思表示をさせられた Aには何ら
の帰責性もないと考えられているからである。他方で，目的物が動産の場
合には，同じように Aが強迫を理由に Bに対する意思表示を取り消して，
Bが遡及的に無権利者となったとしても，善意無過失の Cは192条によっ
て保護される。そのときには，Aに帰責性がないことは問題とならず，取
引の安全の方が優先する。占有には公信力があるが，登記には公信力がな
いからである。善意取得の場合にも，自らの意思に基づいて占有を失った
点に一定の帰責性が Aに認められるが，自らの意思に基づかない占有喪
失の場合，つまり Aに全く帰責性がない場合にも，善意取得は成立し得
る。従って，仮に不動産に対して善意取得を適用する法制度だった場合と
比べると，94条項による現行日本民法の第三者保護の範囲は狭いことに
なる。
ロシアの善意取得制度においては，所有者が自らの意思によらずに占有
を失った場合には，たとえ，盗品・逸失物であっても期間の制限なしに所
有権に基づく返還請求権を Aは行使できるから，日本法よりも所有者が
より保護される。言い換えると，取引の安全が日本法よりは保護されな
い。原所有者 Aに一定の帰責性がある場合に限って善意取得の成立を認
めるのであり，その点では，ロシア善意取得法による保護範囲は，日本法
の94条項類推適用による保護範囲にむしろ重なると言えるかもしれな
い。だが，その保護の範囲に不動産が含まれる点では，不動産に関する取
引の安全は日本よりはるかに強く保護されているように見える。少なくと
も，条文上はそのような日本法との相違が鮮明に現れている。
ところで，A，B，Cという三者が登場する典型的な善意取得事例で，
建物に関するモスクワの認容裁判例を検討してみると，その多くは，Aの
意思に基づいて Bに占有が移転し，Bに登記があるという事例であり，B
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を権利者だと過失なく信じた Cが所有権を取得している。Bに登記があ
ったからこそ Cは Bを権利者だと信じた，といった認定はされておらず，
Bに登記があることを理由に，日本法でいう権利外観法理が適用されて C
が保護される，という枠組みを明確に判決例から読み取れるわけではな
い。しかし，現に Bに登記があることを前提として Cが Bと取引してい
る状況で Cの善意無過失が認定されているわけだから，おそらくこれら
の事例を日本の94条項類推適用で処理したとしても，場合によっては，
Cの権利が保護される可能性があると思われる（例えば，私有化手続違反
に関して，モスクワ市などの原所有者が使用する公務員に故意があったよ
うな場合）。ロシアの不動産取引においては，登記が権利発生要件であり，
登記のときに譲受人に権利が発生する23)。つまり，ロシア法における不動
産登記は，日本法のような対抗要件ではなく，効力発生要件である。ま
た，登記の際には，契約が適法なものであるか否かの審査も行われ24)，実
質的審査を行う点でも日本と異なる。従って，登記の推定力も日本よりも
大きいはずである。その登記を前提に取引をした Cにとって，登記とい
う外形を信頼したことが無過失とされる可能性も日本法よりも大きいと言
えよう。
前記2010年月29日両最高裁判所総会共同決定38条項前段によれば，
目的物取得の法律行為の際に，登記簿上の所有権が譲渡人名義になってい
ない場合，または目的物について裁判上争われている旨の記載が登記簿に
ある場合には，取得者を善意とみなすことはできない，とされている。取
得者 Cの善意・無過失を認定する際に，譲渡人 B名義の所有権登記があ
ることが一定の意味を持つことを前提とした規定である。ただし，日本法
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23) ロシア民法131条項によれば，不動産に対する所有権その他の物権は，そ
の発生，移転，消滅を登記しなければならない。また，223条項によれば，
財産の譲渡が登記を要する場合には，取得者の所有権は，法律に別段の定めが
ない限り，登記時に発生する。
24) См. О. Н. Садиков, Комментарийк Гражданскому Кодексу Российской
Федерации, ч. 2, 4-е издание. Контракт, 2004 С. 156-158.
とは異なり，善意取得における取得者の善意・無過失は推定されてはおら
ず，取得者 Cは自らの善意・無過失について立証責任を負っている。す
なわち，同条の項によれば，法律行為の際に売主に譲渡権限がないこと
を取得者が無過失で知らなかったこと，特に，目的物に対する売主の権限
の有無を確認するために合理的な全ての措置を講じたことを証明した場合
には，取得者は善意（無過失）とされる。この点では，善意取得者の保護
が日本の善意取得法よりも弱いことになる。しかし，日本では不動産には
善意取得は適用されないので，ここでは94条項類推適用との比較をすべ
きであろう。日本の判例は，94条項類推適用の場合における Cの善意
は，Cが立証すべきだとしており，善意（および無過失）の立証責任の点
では，ロシア法と日本法とに違いはない。さらに，判例は，Cの無過失を
要求しておらず，この点でも日本法の方が取得者には有利である（なお，
学説では権利外観法理の現れであるという理由で，94条項類推適用の際
に，立証責任も Aに負わせるべきだとする説が有力であり，これに従え
ば，さらに日本法による保護の方が Cにとって手厚くなる。日本の学説
は Cに無過失を要求しているが，これはロシア法と同じであり，この点
で日本法の方が Cに不利になるわけではない）。
他方で，ロシアでも，登記に公信力があるとされるわけではない。先の
2010年両最高裁判所総会共同決定38条項後段によれば，譲渡人名義の所
有権登記があることだけで，取得者の善意（無過失）性が常に証明される
わけではない，とされ，登記に公信力のないことが明確に規定されてい
る。Cは，B名義の登記があることに加え，Bの処分権限の有無を確認す
るために合理的な全ての措置を講じたことを証明しなければならない。日
本でも，登記名義が Bにあっても，ほかの事情から Aが目的不動産を決
して手放すはずのないことを Cが知っており，かつ本当に売ったのかど
うか Aに尋ねるのが容易であった場合には，単純に Bの権利の外観を信
頼した Cには過失があるとされる25)（もっとも，日本の条文には過失要
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25) 内田貴『民法 I（第版）』（東京大学出版会・2008）54頁。
件はなく，判例も，110条の法意を援用する等の場合を除き，過失の有無
を問題としない）。この点でも，ロシア法の不動産善意取得と日本法の94
条項類推適用の法理とは接近している。
不動産なので，Aが目的物を逸失するということは考えられないが，A
不在の間に Bが不動産を不法占拠し，登記名義も偽造し，あたかも Bの
所有物であるかのように装って Cに売却するということは考えられる。
ロシアであれば，これは Aの意思によらない占有離脱であるから，Cは
善意取得できない。94条項類推適用法理においても，そのような場合に
は Aには帰責性がない（その状態を放置ないし承認していたという場合
は別だが）であろうから，この法理を適用することはできず，やはり C
は Aに所有権を主張できない。盗難の場合にも，両国で実際の効果は変
わらないと言える。
以上のように，不動産についても善意取得が認められるという条文の文
言だけを見れば，ロシア法の特殊性が強調され，ロシア法における Cの
方が保護されるようであるが，裁判実務を考慮に入れると，そのような状
況ではなく，むしろ，日本法（判例を含む）の方が不動産を善意で取得し
た Cに手厚いと言える要素もある。ロシアの学者は，「ロシアは，占有者
が善意取得者である場合に，所有者が自己の不動産の追奪権を奪われる唯
一の国となったようである｣26)と嘆いているが，現実の法適用を比べる限
りは，少なくとも基本構造に関しては日本法と一定の共通性があり，決し
てロシアが世界で唯一の例外であるわけではない。ただし，通謀虚偽表示
を自ら行ったのに近い程度の重大な Aの帰責性を要求する日本民法94条
項類推適用構成と，真の権利者 Aの意思に基づく占有離脱があること
だけを A側の（帰責性）要件としているロシア法との間には，要件上大
きな差があることを見逃してならないのは当然である。
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26) См. Т. Е. Абова, А. Ю. Кабалкин, Комментарий к Гражданскому
кодексу Российской Федерации, ч. 1, Право и закон, 2002, С. 649. なお，
現在のところ，中国など，旧ソ連法の影響を受けた法域においても，不動産の
善意取得が認められているところがある。
⑶ 無効な取引行為による善意取得は成立するか
モスクワの裁判例を検討していて，目に付く表現は，AB間の契約が無
効になると，Bは無権利者となるので BC間の契約も無効となり，従って
本来 Cは権利を取得しないのだが，Cは善意取得で保護される，あるい
はその可能性があるという論理である（ただし，アエロフロート事件判決
はこの論理を否定している）。プレス事件控訴審判決がもっとも分かりや
すいが，被告である Cの前者である DE間の契約が民法295条項（経営
管理権しか持たない企業は，所有権を持たず，所有権を移転することはで
きない）に反しているとの理由で，無効と認定されると，EB 間の契約
も，BC 間の契約も，民法209条（所有権の内容），217条（国有・公有財
産の私有化）の要件を満たさないため，168条（法令に反する法律行為は
無効）に基づいて無効となるという。日本法でいえば，BC間の契約は強
行規定違反になるので無効となるという論理である。これについては，ロ
シア最高経済裁判所も同じ立場を明言している27)。
日本の善意取得法では，Bは無権利者となっても，BC間の契約は他人
物売買として有効であり，契約が有効だから Cは目的物を善意取得でき
る。もし，BC間の契約が錯誤や詐欺などの事由で無効となり，あるいは
取り消されたならば，Cは取引行為によって占有を始めたとは言えなくな
り，善意取得は成立しない。この論理は，94条項類推適用法理でも同じ
である。
ロシア法では，Bが無権利であるときに，BC間の契約が有効になる場
合はないのだろうか。換言すれば，ロシアでは他人物売買は認められてい
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27) 例えば，2008年月27日ロシア連邦最高経済裁判所幹部会判決，«Вестник
Высшего Арбитражного Суда Российской Федерации», 2008, No. 8, С.
122. この事案は，無効な契約に基づいて所有権を取得した Bからさらに所有
権の移転を受けた Cに対し原所有者 Aが BC間の契約の無効確認を求めた事
例である。裁判所は，原告 Aが原状回復手続による目的物返還を請求してお
らず無効確認だけを求めているという事情の下で，BC間の契約は，209条〔所
有権の内容〕に反してなされた法律行為だとして，168条に基づき無効である
と判示している。
ないのだろうか。ロシア民法455条項は，次のように規定する。「売買契
約の目的物となり得るのは，契約締結時に売主の手元にある物および将来
売主が製造しまたは取得する物である。ただし，法律に別段の定めのある
とき，または物の性質上別段に解すべきときはこの限りでない」。従って，
契約時点で自己に所有権のない物の売買，つまり，他人物売買も原則とし
て可能であり有効である。しかし，住戸を含む住宅売買契約は，契約の登
記のときに締結されたものとみなされていた（ロシア民法558条項）た
め，住戸については，他人物売買は認められなかった28)。558条項が，
455条項ただし書きでいう法律の別段の定めに当たる（なお，住宅をめ
ぐる法律行為の登記に関する558条の規定は，2013年月日以降に締結
される契約には適用しないこととなった）。従って，BC間の契約は，強
行規定違反で無効となる（ただし，以上は，買主が所有権を追奪された売
買は他人物売買になる，という論理を前提とした議論である。また，実際
には，BC間の売買契約時には法律行為の登記は当然なされていたのであ
り，その登記が結果的に無効だったことになる，という理解をも前提とし
ている。ロシアの裁判例を読むと，所有権のない者の行った売買が無効に
なる理由として，他人物売買は明確には挙げられていない。しかし，裁判
例が挙げる「209条（所有権の内容）に反してなされた法律行為だ」とい
う理由は，「所有者は自己の所有物を処分できる」という条項に反してい
るという意味だと理解し，これを他人物売買の論理で説明することができ
るだろうと考えている。また，私有化手続違反が絡んでいる事件において
は，他人物である国有住戸を私人は譲渡できないという説明のほか，公法
的な手続瑕疵を理由として強行規定違反により後続の法律行為が無効にな
るという説明も可能であろう）。
ところが，BC間の契約が強行規定違反で無効であっても，Aがこの契
約の無効に基づく原状回復請求を行った場合には，Cは善意取得の抗弁を
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28) См. Комментарий к Гражданскому Кодексу Российской Федерации,
часть вторая, Под редакцией А. П. Сергеева, Кодекс, 2012, С. 20.
もって対抗することができるというのがロシアの裁判所の取る立場であ
る。これについては，次に述べる2003年の憲法裁判所の判決29)も存在する。
ロシアにおいては，善意取得に関連して，所有権に基づく返還請求訴訟
と売買無効確認訴訟および原状回復手続に基づく返還請求訴訟との競合が
長らく問題となっていた。Aから B，Bから Cへ順次所有権が移転した後
に，AB間の契約が無効とされた場合に，Aは，Cに対して，所有権に基
づく返還請求をするとともに，原状回復に基づく目的物の返還請求をする
ことができる。ここで，前者の請求が Cの善意取得を理由に退けられた
ときに，後者の請求が認められるかどうかが問題とされた。この原状回復
請求は，一般の不当利得とは別に定められているが，その基本的効果は不
当利得と変わらない（ロシア民法1103条によれば，民法その他の法令に別
段の定めがなく，また，当該関係の性質上別段に解すべきでない限りは，
不当利得の一般規定は，無効な法律行為に基づいて履行されたものの返還
にも適用される）。所有権に基づく請求訴訟と，原状回復手続（不当利得）
に基づく所有者への物の返還請求訴訟とが競合する事案で，所有権に基づ
く請求に破れた原所有者が，自分の行った譲渡行為の無効確認訴訟を提起
することによって物を回復しようと試みることがロシアでは珍しくないと
いう。それについては，この2003年憲法裁判所判決以前に，1998年月25
日の「所有権その他の物権の保護に関する紛争処理についての」ロシア連
邦最高経済裁判所総会決定号25条によって，売買契約の無効確認および
給付返還に関する紛争を審理する際には，買主が302条の定める善意取得
者の要件を満たす場合には，所有者の請求は棄却されるべきことが確認さ
れていた30)。しかしながら，最高経済裁判所とは別系統の裁判所である最
高（通常）裁判所は，そのような事案について，原状回復に基づく原所有
者 Aの請求を認めていた。つまり，善意取得による保護が実際は無意味
となっていた。このように，経済裁判所と通常裁判所の判断が相互に矛盾
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29) ロシア連邦憲法裁判所2003.4.21判決，СЗ РФ, 2003, No. 17, Ст. 1657.
30) См. О. Н. Садиков, Комментарий к Гражданскому Кодексу Российской
Федерации, ч. 1, 2-е издание, Контракт, 2002, С. 656.
するものであったため，憲法裁判所に訴えが提起されることとなった。
2003年判決は，善意取得者に対して原所有者が不当利得返還請求権を行使
できないことを憲法裁判所として改めて確認したものである31)。本判決の
結論は，目的物が不動産であるということを除けば，世界の潮流と軌を一
にするということができよう32)。94条項類推適用法理によっても，Cに
対する不当利得に基づく Aの返還請求は認められないだろう。
この憲法裁判所判決を前提とすると，ロシアでは，BC間の契約が無効
でも善意取得が成立することになる。日本では，善意取得でも94条項類
推適用法理でも，BC間の契約が無効であれば，Cに帰責性がなくても C
は保護されないので，両法では要件が違っていることになりそうである。
ロシアにおいて，BC間の契約の（取消しの結果によるものを含む）無効
原因が，詐欺，強迫，公序良俗違反といった場合にまで，Cが善意取得に
よって保護されるかどうかは明らかでないが，強行規定違反の場合に，無
効な取引行為によって所有権を取得した Cが善意取得によって保護され
るという点で，不動産取引に対する信頼の保護はロシアの方が手厚いと言
える。だが，前記2010年の両最高裁判所総会共同決定38条項によれば，
「係争物の占有取得の原因となった法律行為〔BC間の契約〕が，譲渡人
〔B〕の無権限を除いて，全ての有効要件を備えている場合には，被告を
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31) この判決の詳細とその評価については，拙稿「ロシアにおける民事紛争と憲
法裁判所」『中央アジア諸国における立憲主義の「移植」とその現実態に関す
る研究』名古屋大学大学院法学研究科（2008年月）参照。
32) 先に述べたように，善意取得と不当利得との関係については，日本法でも議
論がある。我妻博士は，ドイツ民法に倣って，取得が無償行為に基づく場合に
は利得を返還すべきだという立場を取っている（我妻栄・有泉亨『新訂 物権
法』岩波書店・1983，227-228頁）。この点，ロシア法では，そもそも有償行為
に基づく取得でなければ善意取得によって保護されないので，我妻説によって
も，本判決と同じ結論になるだろう。我妻説以外の日本の学説やドイツの学説
も，善意取得が有償行為に基づくときは，善意者は取引の安全に関する諸規範
により原所有者および他の第三者に対し決定的に保護され，善意取得により発
生する財産の移動は決して不当利得とはならない，と考えられている（『新版
注釈民法第18巻』有斐閣・1991，417-418頁）。
善意取得者とみなすことができる」とされ，日本法同様，BC間の契約は
有効なものでなければならないとされているように読める。これまでの裁
判所の判断と本条の規定との関係は明らかでないが，この決定に従えば，
有効な取引を必要とする点で，ロシア法と日本法とで不動産取引に対する
信頼の保護には違いがないことになる。
⑷ 権利の外観は Bの占有か B名義の登記か
日本の善意取得法では，Cが信頼する権利の外観は Bの占有である。
善意取得制度は占有に公信力を与える制度であるから，Bの占有により，
本来は Bに帰属しない所有権が Bにあると過失なく信じた Cが保護され
る。これに対し，94条項類推適用法理では，Cは無権利者 Bの占有を
信頼するのではなく，B名義の登記を信頼することにより保護される。
（事実上の）公信力を持つのは，占有ではなく登記である。
ところで，ロシア民法では，不動産についても善意取得の法理が適用さ
れる。ロシア民法302条には，日本民法192条とは異なり，Cの占有開始と
いった文言は定められておらず，Cが物を「取得」することが要件となっ
ている。ここで，「取得」とは，占有とは切り離された所有権移転を意味
すると解釈することも可能であるが，そうではなく，Cが占有を取得する
ことだとロシアでは理解されている。つまり，302条にいう「物の取得｣
がなされるには，所有権移転だけでは足りない。例えば，売却目的物の所
有権が契約締結時に善意取得者〔譲受人〕に移転する旨の定めが契約中に
あっても33)，なおその物が無権限譲渡人の占有下にある場合には，所有者
は301条に基づき，無権限譲渡人に対し所有物の返還を請求できる。302条
を発動するには，善意取得者に対する所有権の移転ではなく占有の移転が
必要である。302条は，善意取得者の占有を保護する制度である34)。物は，
無権限譲渡人の占有下にある間は，まだ「取得」されていない。物が取得
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33) 223条項「契約による物の取得者における所有権は，法律または契約に別
段の定めがない限り，物の引渡時に発生する」。
34) См. Т. Е. Абова, А. Ю. Кабалкин, Указ. соч. С. 650.
者 Cの占有下に移転したときにはじめて無権限譲渡人 Bは占有者でなく
なり，所有物返還請求訴訟の被告でなくなる。したがって，302条にいう
「財産の取得」とは，何らかの契約に基づき，善意の取得者が無権限譲渡
人から物の引渡を受けることを意味すると解すべきであるとされる。他方
で，日本の94条項類推適用法理では，虚偽の外見とは一般的には不動産
の登記を指し，かつ Cへの占有移転はその要件とは考えられていない。
この点では，あくまでも善意取得法理によって善意無過失の不動産所有権
取得者を保護するロシア法とは要件が明確に異なる。だが，Bの登記名義
の意義について2010年総会決定が定めるように，ロシアの不動産善意取得
制度においても，実際には登記に対する信頼が重要な役割を果たしてお
り，裁判実務としては決定的とまで言える違いはないと評価できるのでは
ないか。
⑸ 善意取得者の登記の要否
日本では，94条項類推適用法理において，Cが自己の権利を対抗する
ために登記を要するかどうかが争われている。判例は，登記不要説に立つ。
ロシアにおいては，223条項後段で，善意取得者が不動産の所有権を
取得するのはその登記がなされたときである，という明文規定が2004年に
追加され，善意取得者の所有権取得には登記が必要である（ここから，C
は，占有の移転を受けたときに「即時に」所有権を取得するわけではな
い，という解釈が可能となる。下級審判決には，即時の取得を認めるもの
も認めないものもある35)。ただし，Aの追奪に晒されたときに Cがすで
に登記を有しているケースが多く，その場合には，この要件は満たされて
いることになる）。しかし，これは，登記がなければ Cは原所有者 Aに対
抗できないということではない（そもそもロシアでは登記は対抗要件では
ないが）。Aは302条に基づき，たとえ善意取得者 Cに登記がなくてもこ
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35) См. Практика применения гражданского кодекса РФ части первой,
2-е издание, Под общей редакцией В. А. Белова, Юрайт, 2011, С.
672-679.
れに対して目的物返還請求をすることはできない。302条に定める善意取
得者の要件を Cが満たしていると認定されたときは，所有物返還請求訴
訟は棄却され，この判決が登記原因となって，Cは自己名義の登記をする
ことができるようになる（前記2010年総会決定52条項）。Cが自己の取
得した所有権を Aに対抗すること自体には登記は不要であるのだから，
この点では，94条項類推適用法理についての日本の判例の理解と共通で
ある。
⑹ 無償行為による善意取得
ロシア法の場合には，動産不動産を問わず，無権利者 Bから無償で物
を取得した Cは，善意取得による保護を受けられない。日本法では，動
産の善意取得においては，そのような制限はない。不動産の94条項類推
適用法理においても，同じくそのような制限はない。無償行為による不動
産取得の場合にも Cが保護されるという点で，ロシア法よりも日本法の
方が無権利者から不動産を取得した第三者の保護に厚い制度だということ
になる。
V お わ り に
以上，ロシアで不動産の善意取得が現実に認められていることが裁判例
の分析から明らかになった。不動産が対象となる場合における日本民法94
条項類推適用法理と対比して若干の検討も試みた。条文の文言上の大き
な違いにもかかわらず，無権利者から善意（無過失）で不動産を取得した
第三者の保護について，両国の裁判実務には，相違はあるものの，一定の
共通点があることも明らかになった。ただし，不動産の善意取得を動産と
ほぼ同じ基準で認めるロシア法と，94条項の類推適用による Cの保護
があくまでも例外的なケースに限られる日本法との間には，大きな相違が
存在することも否定できない。
モスクワ市裁判所の裁判例の簡単な分析からも明らかなように，この問
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題のほかにも，A，B，Cといった三者関係でないところに善意取得を適
用しようとしたり，非財産的性質の訴えだという理由で善意取得の適用を
否定したり，金銭についての善意取得を認める立場を前提としたり，日本
の善意取得制度とは異なる裁判実務が行われている。これらについて，日
本法と異なる要件，効果が本当に存在しているのか，それとも本稿での検
討で明らかになったように，日本法と一定の共通性がある法制度になって
いるのか。紙数の制限により，ここではこれらの問題に深入りすることは
できなかった。
2008年に民法改正に関する大統領令が出て，それに基づき，民法典の大
改正についての作業が開始されたが，遅々として進まず，やっと今年2013
年月に一部の改正案が両国会を通過し成立した。草案段階では，善意取
得についても一定の修正が提案されていたものの，結局は，現行法に修正
が加えられることはなかった。本稿で検討した問題についても，状況は基
本的に変わっていない。上に記した問題点とともに，民法改正と関連する
事項の検討については，他日を期したい36)。
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36) 本稿は，「現代ロシア民法における善意取得制度」に関して平成18〜19年度
に採択された中央大学特定課題研究費による研究成果の一部である。ロシア民
法改正の結果をも成果に取り込もうと計画していたが，本文に述べたように，
ロシアにおける改正作業が大幅に遅れたため，本稿の発表も遅れてしまった。
関係者におかれては，このような事情をご賢察いただければ幸いである。
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Bona Fide Acquisition of Immovable Property in Russian Civil Law:
As Compared with Interpretation by Analogy of Art. 94, para 2 of The
Japanese Civil Code
Tomoyoshi ITO
Summary
Article 302 of the Russian Civil Code provides that immovables can be
object of the bona fide acquisition. Although many countries have the legal
system, according to which a bona fide purchaser of movables is protected to
assure the security of transactions, there are few countries where the same
rule applies to a purchaser of immovable at the expense of the security of its
genuine owner. Typical structure of the relevant cases is that there are three
parties such as A, who is the owner of the immovable, B, who has no right to
dispose it but appears to be its owner and C, who is a good faith purchaser.
Studying judgments by the economic court of Moscow City shows that it
gives decisions in such cases that A lost the ownership of the immovable
(mainly building) by virtue of the doctrine of bona fide acquisition. It means
that the rule really applies to cases of immovables as well. By the way, all
those judgments are concerned with cases where the possession and the
registration of the property was transferred to B based on Aʼs will and again
the ownership and the registration was transferred from B to C, who was in
good faith without fault. C would be protected in some of those cases with
gross negligence on the part of A by the interpretation by analogy of Art. 94,
para 2 of The Japanese Civil Code as well. There are, however, some
decisions which admitted Cʼ s bona fide acquisition in the cases where
contracts between B and C was null and void. If those decisions applies the
rule correctly, Russian law is clearly distinguished in this respect from
Japanese one, which doesnʼt protect C in such cases either on the ground of
the doctrine of bona fide acquisition or the interpretation by analogy of Art.
94, para 2. Despite of a distinct difference in wording between Russian and
Japanese articles, in respect of the contents of protection of the third party,
who acquired immovable in good faith without fault from a person with no
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right, legal theory of both jurisdictions has obvious similarity, alongside with
clear distinction. On the other hand, we can find interesting cases in Russian
practice, the result of which is incompatible with that of Japanese. For
example, the Moscow court applies the doctrine of bona fide acquisition to
disputes where there is no tripartite relation among A, B and C. It refuses to
relate the doctrine to another case on the ground that it is a lawsuit of non-
property character. We know the case, which assumes its application to
money as well.
